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08静監第 664号  

令和８年８月27日  

 静岡市長  難 波 喬 司 様 

 

静岡市監査委員 深 澤 俊 昭  

同    白 鳥 三和子  

同    宮 城 展 代  

同    山 梨   渉  

 

令和７年度決算に基づく静岡市財政健全化審査意見の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１項の規定によ

り、審査に付された令和７年度決算に基づく静岡市健全化判断比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類を静岡市監査基準（令和２年静岡市監査委員告示第１号）に基づいて審査

したので、次のとおり意見を提出します。 
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令和７年度決算に基づく静岡市財政健全化審査意見 

 

１ 審査の基準 

  この審査は、静岡市監査基準に基づいて実施した。 

 

２ 審査の種類 

（１）審査の名称 

  令和７年度決算に基づく静岡市財政健全化審査 

（２）根拠法令 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項 

 

３ 審査の対象 

令和７年度 静岡市健全化判断比率 

（１）実 質 赤 字 比 率 

（２）連結実質赤字比率 

（３）実質公債費比率 

（４）将 来 負 担 比 率 

 

上記比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

４ 審査の着眼点 

（１）法令等に照らし健全化判断比率の算定過程に誤りがないか。 

（２）法令等に基づき適切な算定要素が健全化判断比率の計算に用いられているか。 

（３）健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類等が適正に作成されている

か。 

（４）客観的事実の妥当性を判断した上で健全化判断比率の算定を行う場合において、公正 

な判断が行われているか。 

 

５ 審査の主な実施内容 

健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、上記着眼点に

基づき審査した。 

 

６ 審査の実施場所及び日程 

（１）実施場所 

   監査委員事務局執務室 

（２）日程 

   令和８年７月 16日から令和８年８月 18 日まで 
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７ 審査の結果 

 健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令に適合し、かつ正

確であるものと認められた。 

                                （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（11.25） 

－ 

(16.25) 

5.3 

(25.0) 

25.1 

（400.0） 

  備考  

（１）実質赤字比率及び連結実質赤字比率の算定において、赤字額がない場合は、 

「－」を記載した。 

    （２）各比率の早期健全化基準を括弧内に記載した。 

 

  なお、審査の結果の詳細については後述する。 
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８ 算定対象会計 

健全化判断比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。 

 

電気事業経営記念基金会計

土地区画整理清算金会計

公共用地取得事業会計

母子・父子・寡婦福祉資金貸付
金会計

公債管理事業会計

静岡市立静岡病院事業債管理事
業会計

国民健康保険事業会計

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

介護保険サービス会計

駐車場事業会計

競輪事業会計

法非適用
企業

中央卸売市場事業会計

水道事業会計

簡易水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計

農業集落排水事業会計

一部事務組合・広域連合
共立蒲原総合病院組合、静岡県後期高
齢者医療広域連合、静岡地方税滞納整
理機構

地方独立行政法人静岡市立静岡病院

法適用
企業

公営企業
に係る特
別会計

一般会計

一般会計等に属す
る特別会計

地方独立行政法人

一
般
会
計
等

一般会計等以外の
特別会計のうち公
営企業に係る特別
会計以外の特別会
計

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

実
質
公
債
費
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
赤
字
比
率

将
来
負
担
比
率
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９ 健全化判断比率の概要 

（１）実質赤字比率 

  ア 概要 

    対象会計の実質赤字額の標準財政規模（標準な状態で通常収入されるであろう経常

的一般財源の規模）に対する比率 

実質赤字比率 ＝ 
 対象会計の実質赤字額  

 標準財政規模※  

    ※標準財政規模 ＝ 標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額 

 

  イ 算定結果 

   （ア）令和７年度決算に基づく実質赤字比率は、次のとおりである。 

      なお、実質収支額は地方公共団体の財政の健全化に関する法律などに基づき算出

するものであり、各会計における決算数値とは必ずしも一致しない。 

 

                 （単位：千円 比率：％ △印：減） 

区      分 
令和７年度 

実質収支額 

令和６年度 

実質収支額 
比較増減 

一般会計等  6,789,129 6,948,486 △159,357 

一 般 会 計 6,772,785 6,860,368 △87,583 

電気事業経営記念基金会計 265 368 △103 

土 地 区 画 整 理 清 算 金 会 計 0 0 0 

公 共 用 地 取 得 事 業 会 計 0 0 0 

母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 16,079 87,750 △71,671 

公 債 管 理 事 業 会 計 0 0 0 

静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 0 0 0 

標準財政規模  209,609,943 203,028,710 6,581,233 

 標準税収入額等 170,881,136 165,901,401 4,979,735 

 普通交付税額 38,728,807 33,299,248 5,429,559 

 臨時財政対策債発行可能額 0 3,828,061 △3,828,061 

実質赤字比率 － －  

  

  （イ）実質赤字比率は対象会計の実質収支額が赤字である場合に算定されるが、本年度

の一般会計等の実質収支額は黒字であったことから、実質赤字比率は算定されてい

なかった。 
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（２）連結実質赤字比率 

  ア 概要 

     対象会計の実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率であり、算定式

は次のとおりである。 

 

連結実質赤字比率 ＝ 
対象会計の実質赤字額又は資金不足額  

標準財政規模  

 

  イ 算定結果 

  （ア）令和７年度決算に基づく連結実質赤字比率は、次のとおりである。 

（単位：千円 比率：％ △印：減） 

区       分 

令和７年度 

実質収支額 

又は資金不足 

・ 剰 余 額 

令和６年度 

実質収支額 

又は資金不足 

・ 剰 余 額 

比較増減 

一 般 会 計 等 6,789,129 6,948,486 △159,357 

国民健康保険事業会計（事業勘定） 1,333,804 1,361,334 △27,530 

国民健康保険事業会計（直営診療施設勘定） 0 0 0 

介 護 保 険 事 業 会 計 399,182 492,419 △93,237 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計 477,840 460,594 17,246 

介 護 保 険 サ ー ビ ス 会 計 500 1,148 △648 

駐 車 場 事 業 会 計 176 117 59 

競 輪 事 業 会 計 980,131 572,416 407,715 

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 13,103 31,513 △18,410 

水 道 事 業 会 計 8,883,878 9,905,624 △1,021,746 

簡 易 水 道 事 業 会 計 0 0 0 

病 院 事 業 会 計 937,464 2,063,621 △1,126,157 

下 水 道 事 業 会 計 6,629,302 6,506,143 123,159 

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 27,641 25,773 1,868 

計 26,472,150 28,369,188 △1,897,038 

標 準 財 政 規 模   209,609,943 203,028,710 6,581,233 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － －  

    

（イ）連結実質赤字比率は対象会計の実質収支額又は資金不足・剰余額の合計額が赤字

である場合に算定されるが、本年度の当該合計額は黒字であることから、連結実質

赤字比率は算定されていなかった。 
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（３）実質公債費比率 

  ア 概要 

対象会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の３

か年平均であり、算定式は次のとおりである。 

 

実質公債費比率 ＝ 

（元利償還金（①）＋準元利償還金（②））－ 

（①又は②に充てられる特定財源（③）＋算入公債費等の額（④）） 

標準財政規模（⑤） － 算入公債費等の額（④） 

 

  イ 算定結果 

  （ア）令和７年度決算に基づく実質公債費比率は、次のとおりである。 

            （単位：千円 比率：％） 

項    目 令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 

元利償還金 ① 23,934,488 24,527,183 25,539,461 26,616,619 

準元利償還金 ② 18,930,247 18,351,445 18,679,905 17,480,080 

①又は②に充てられ

る特定財源 ③ 
10,762,813 11,126,179 10,173,563 10,155,431 

算入公債費及び算入 

準公債費の額 ④ 
23,908,547 22,399,537 23,016,529 22,975,905 

標準財政規模 ⑤ 209,609,943 203,028,710 197,591,090 193,465,064 

実質公債費比率（単年度） 

((①+②)－(③+④))/(⑤－④) 
Ⓐ4.41212 Ⓑ5.17796 Ⓒ6.31780 Ⓓ6.43171 

令和７年度実質公債費比率

（３か年平均） 

（Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ）／３ 
5.3 

 

令和６年度実質公債費比率

（３か年平均） 

（Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ）／３ 

 
5.9 

 

  （イ）本年度の実質公債費比率は5.3％で、早期健全化基準の25.0％を大きく下回って 

おり、前年度の5.9％に比べて0.6ポイントの減となっていた。 

 これは主に、令和４年度と比較して、分母が標準財政規模⑤の増により増加し、

分子が元利償還金①の減などにより減少したことによるものである。 
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（４）将来負担比率 

  ア 概要 

    対象会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、算定

式は次のとおりである。 

 

将来負担比率 ＝ 
将来負担額（①） － 充当可能財源等（②）  

標準財政規模（③） － 算入公債費等の額（④）  

 

  イ 算定結果 

  （ア）令和７年度決算に基づく将来負担比率は、次のとおりである。 

                     （単位：千円 比率：％ △印：減） 

項     目 令和７年度 令和６年度 比較増減 

将来負担額 ① 619,349,571 621,127,493 △1,777,922 

 地方債の現在高 495,380,810 500,849,966 △5,469,156 

 債務負担行為に基づく支出予定額 1,710,423 1,983,492 △273,069 

 公営企業債等繰入見込額 64,644,372 61,500,707 3,143,665 

 組合負担等見込額 390,950 395,679 △4,729 

 退職手当負担見込額 57,223,016 55,662,115 1,560,901 

 設立法人の負債額等負担見込額 0 735,534 △735,534 

 連結実質赤字額 0 0 0 

 組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 

充当可能財源等 ② 572,630,725 565,238,884 7,391,841 

 充当可能基金 110,940,856 101,818,542 9,122,314 

 充当可能特定歳入 78,487,504 75,525,849 2,961,655 

 基準財政需要額算入見込額 383,202,365 387,894,493 △4,692,128 

標準財政規模 ③ 209,609,943 203,028,710 6,581,233 

算入公債費等の額 ④ 23,908,547 22,399,537 1,509,010 

将来負担比率(①－②)／(③－④) 25.1 30.9 △5.8 

 

（イ）本年度の将来負担比率は25.1％で、早期健全化基準の400.0％を大きく下回ってお

り、前年度の30.9％に比べて5.8ポイントの減となっていた。 

これは主に、臨時財政対策債の発行額の皆減などに伴い地方債の現在高が減少し

たことにより、将来負担額①が前年度に比べ17億7,792万円減少したこと、及び職員

退職手当基金などの充当可能基金が増加したことにより、充当可能財源等②が前年

度に比べ73億9,184万円増加したことによるものである。 
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